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事 業 カ ル テ 4年度決算 障害福祉課

03-01-02-196 心身障がい者福祉手当支給事業

◇事業の位置づけ等

事務の種類 自治事務 基礎となる法令 身体障害者福祉法、知的障害者福祉法

第五次総合計画
基本計画体系

目指すまちの姿 みんなが明るく、安心して、いきいきと暮らしているまち

政策 B4 障がい者が安心して暮らせるまちづくり

施策 1 地域生活における障がい者（児）支援

関連する施策 B4-2 ― ― ― ―

◇令和4年度の事業の実施内容 事業開始の時期 平成13年度以前

事業の目的、
令和4年度の目標

身体障がい者及び知的障がい者に手当を支給し、生活の安定に寄与し、福祉の増進を図ることを目的
とする。

予算の執行方法 支給対象者から申請を受け,支給決定を経て年3回(4月・8月・12月)手当を支給した｡

関連する個別計画 多摩市障がい者基本計画

関連する報告書など ―

事業開始の経緯、
これまでの見直し・改善など

昭和49年から東京都による財源補助が制度化され、同年10月から市の補助事業として事業実施。これ
まで手当額の増額が主な改正だったが、平成16年6月から経過措置を設け、市の上乗せ分の廃止と市
単独の手当額を削減した。平成24年4月に児童育成手当（障害）併給者を対象外とした。また平成24年
4月に障害者自立支援法等の改正と税法上の扶養控除見直しに伴い条例改正を行った。平成31年3
月に、寡婦（夫）控除のみなし適用を行うこと及び、長期譲渡所得の特別控除額を総所得金額から控
除する見直しに伴い条例改正を行った。（平成30年8月に遡及する）

118,465

0

事業にかかる実コスト 363,056 360,184 356,243 353,562 355,917

事業の成果
心身に一定の障がいがあるため日常生活に負担を感じている方に、手当を支給することにより精神的・
経済的負担を軽減。

◇事業にかかる費用
区　　　　　分 平成30年度（決） 令和元年度(決) 令和2年度(決) 令和3年度(決) 令和4年度(決)

決算額(単位：千円） 360,536 357,609 354,150 351,905 354,257

0

243,583 242,761 238,855 235,326 235,792

0 0 0 0

0

0 0 0 0 0

◇成果指標
指標の種類 指標について 令和3年度 令和4年度

0 0 0 0 0

0 0 0

116,953 114,848 115,295 116,579

内
 

訳

直
接
経
費

間
接
経
費

国庫支出金
都支出金
地方債

その他特定財源
一般財源

職員人件費

その他の人件費

《従事人員数》

令和5年度

活動指標
(アウトプット)

年間延支給者数

目標 30,364人 30,068人 30,225人

結果 29,761人 30,030人  ―

成果指標
(アウトカム)

年度末受給者数

目標 2,474人 2,505人 2,516人

結果 2,465人 2,459人  ―

特 記 事 項 特になし

◇自己点検
成
果
指
標

の
推
移

今後の見通し 今
後
の

方
向
性

今後の課題や方向性に関するコメント

量
的

ニ
ー

ズ

一
般

財
源 継続実施

B B B イ

2,520 2,575 2,093 1,657 1,660

0.30 0.30 0.25 0.20 0.20
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◇　執行状況及び成果等

1 手当支給要件

ランク

１ 身体障害者手帳１級と２級の方

２ 愛の手帳１度から３度の方

３ 脳性麻痺の方

４ 進行性筋萎縮症の方

５ １～４で、老人福祉手当を受けていた方 Ｂ

６ 身体障害者手帳３級と４級の方

７ 愛の手帳４度の方

１ 身体障害者手帳１級から４級の方

２ 愛の手帳１度から４度の方

３ 脳性麻痺の方

４ 進行性筋萎縮症の方

※平成24年度から児童育成（障害）手当受給者（Ｄランク）は廃止

2 手当額及び年間延受給者数

Ａランク Ｂ／Ｃランク

平成30年度 15,500 8,000 30,282

令和元年度 15,500 8,000 30,043

令和２年度 15,500 8,000 29,828

令和３年度 15,500 8,000 29,761

令和４年度 15,500 8,000 30,030

障害福祉課

03-01-02-196 心身障がい者福祉手当支給事業

Ｃ

年間延受給者数

（人）

障害の程度と要件

Ａ

20

歳

未

満

20

歳

以

上

　　　 区分

年度

手当額（円）

原稿は、

必要な余白を確保しています。

提出は、この

のみです。

※
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（ ）

千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

人 人 人 人 人

千円 千円 千円 千円 千円

4,200 4,291 4,186 4,141 3,320

0.50 0.50 0.50 0.50 0.40

継続実施

N A A イ

特 記 事 項 特になし

◇自己点検
成
果
指
標

の
推
移

今後の見通し 今
後
の

方
向
性

今後の課題や方向性に関するコメント

量
的

ニ
ー

ズ

一
般

財
源

成果指標
(アウトカム)

東京都心身障害者医療費助成事業実施に
伴う諸経費のため指標に馴染まない。

目標 ― ― ―

結果 ― ―  ―

令和5年度

活動指標
(アウトプット)

東京都心身障害者医療費助成事業実施に
伴う諸経費のため指標に馴染まない。

目標 ― ― ―

結果 ― ―  ―

内
 

訳

直
接
経
費

間
接
経
費

国庫支出金
都支出金
地方債

その他特定財源
一般財源

職員人件費

その他の人件費

《従事人員数》

0

0 0 0 0 0

◇成果指標
指標の種類 指標について 令和3年度 令和4年度

0 0 0 0 0

0 0 0

0 0 0 0

2,955 365 382 369 382

0 0 0 0

0

0

事業にかかる実コスト 7,155 4,656 4,568 4,510 3,702

事業の成果 医療機関にかかることの多い障がい者に対し医療費を助成することによる障がい者支援

◇事業にかかる費用
区　　　　　分 平成30年度（決） 令和元年度(決) 令和2年度(決) 令和3年度(決) 令和4年度(決)

決算額(単位：千円） 2,955 365 382 369 382

0

◇令和4年度の事業の実施内容 事業開始の時期 平成13年度以前

事業の目的、
令和4年度の目標

心身障がい者に対し、医療費の一部を助成し、もって心身障がい者の保健の向上に寄与するととも
に、福祉の増進を図ることを目的としている都制度。市は、申請受付、都への報告、都決定による医療
証等の送付事務を、東京都の事務処理の特例に関する条例に基づき行う。

予算の執行方法
助成対象者から申請を受け、助成決定を経て受給者証を発行し医療費の自己負担分を助成した。（現
物給付については、医療機関からの請求により、東京都が医療機関に支払い、現金給付については、
助成対象者からの請求により、東京都に代わって市が支払事務を行った。）

関連する個別計画 多摩市障がい者基本計画

関連する報告書など ―

事業開始の経緯、
これまでの見直し・改善など

東京都制度として昭和49年に開始され、その事務の一部を市が実施している。平成12年9月から65歳
以上の新規手帳取得者は対象外となるとともに、課税者（1割負担）・非課税者（負担なし）の区分がで
きた。また、後期高齢者医療制度（平成20年3月までは老健）利用の課税者は対象外となった。平成21
年10月からマル子（義務教育就学児対象の医療費助成制度）の助成内容が拡大されたことに伴い、マ
ル障・マル子併用利用が認められなくなった。平成24年4月から障害者自立支援法等の改正による影
響を抑えるために障害児施設入所者に対し要件を満たすものについてはマル障の対象とする改正を
行った。また、税法上の扶養控除見直しに関する特別児童扶養手当等の支給に関する法律施行令の
改正に伴い、従前と同様に所得判定ができるように改正を行った。平成31年1月から精神障害者保健
福祉手帳1級所持者も対象となり、同年度システム改修を行った。

第五次総合計画
基本計画体系

目指すまちの姿 みんなが明るく、安心して、いきいきと暮らしているまち

政策 B4 障がい者が安心して暮らせるまちづくり

施策 1 地域生活における障がい者（児）支援

関連する施策 B4-2 ― ― ― ―

事 業 カ ル テ 4年度決算 障害福祉課

03-01-02-197 心身障がい者医療事務費

◇事業の位置づけ等

事務の種類 特例事務 基礎となる法令 身体障害者福祉法　知的障害者福祉法　精神保健及び精神障害者福祉に関する法律
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◇　執行状況及び成果等

年度末受給者数
（人）

年間延助成
件数（件）

支給総額（円）
事務費決算額
（円）

平成30年度 1,280 953 9,161,006 2,954,942

令和元年度 1,289 916 7,579,040 365,287

令和２年度 1,294 662 4,858,752 381,813

令和３年度 1,291 643 5,087,121 369,112

令和４年度 1,278 621 5,399,185 381,898

障害福祉課

03-01-02-197 心身障がい者医療事務費

原稿は、

必要な余白を確保しています。

提出は、この

のみです。

※
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人 人 人 人 人

千円 千円 千円 千円 千円

事 業 カ ル テ 4年度決算 障害福祉課

03-01-02-198 特定疾病者福祉手当支給事業

◇事業の位置づけ等

事務の種類 自治事務 基礎となる法令 難病の患者に対する医療等に関する法律

第五次総合計画
基本計画体系

目指すまちの姿 みんなが明るく、安心して、いきいきと暮らしているまち

政策 B4 障がい者が安心して暮らせるまちづくり

施策 1 地域生活における障がい者（児）支援

関連する施策 B4-2 ― ― ― ―

◇令和4年度の事業の実施内容 事業開始の時期 平成13年度以前

事業の目的、
令和4年度の目標

規則で定める特定疾病にり患している方に手当を支給することにより、特定疾病者の福祉の増進を図る
ことを目的とする。

予算の執行方法
規則で定める特定疾病にり患している方から申請を受け、支給決定を経て年3回（5月・9月・1月）、手当
を支給する。

関連する個別計画 多摩市障がい者基本計画

関連する報告書など ―

事業開始の経緯、
これまでの見直し・改善など

特定疾病にり患している方の福祉の増進を図ることを目的として、昭和53年5月から事業を実施。平成
24年に手当額の見直しを行い、現在は月額6,000円である。平成27年の難病法改正による対象疾病の
増加にともない、平成28年から受給制限を設けた。平成31年3月から寡婦（夫）控除のみなし適用を行
うこと及び長期譲渡所得の特別控除額を総所得金額から控除する見直しに伴い条例改正を行った。
（平成30年8月に遡及する）

86,304

0

事業にかかる実コスト 80,202 82,690 86,343 89,821 88,794

事業の成果 特定疾病にり患している方に手当を支給することによる精神的・経済的負担の軽減。

◇事業にかかる費用
区　　　　　分 平成30年度（決） 令和元年度(決) 令和2年度(決) 令和3年度(決) 令和4年度(決)

決算額(単位：千円） 77,682 79,686 83,832 87,336 86,304

0

0 0 0 0 0

0 0 0 0

0

0 0 0 0 0

◇成果指標
指標の種類 指標について 令和3年度 令和4年度

0 0 0 0 0

0 0 0

77,682 79,686 83,832 87,336

内
 

訳

直
接
経
費

間
接
経
費

国庫支出金
都支出金
地方債

その他特定財源
一般財源

職員人件費

その他の人件費

《従事人員数》

令和5年度

活動指標
(アウトプット)

受給者数

目標 1,299人 1,309人 1,333人

結果 1,171人 1,189人  ―

成果指標
(アウトカム)

―
目標 ― ― ―

結果 ― ―  ―

特 記 事 項 ―

◇自己点検
成
果
指
標

の
推
移

今後の見通し 今
後
の

方
向
性

今後の課題や方向性に関するコメント

量
的

ニ
ー

ズ

一
般

財
源 継続実施

B A A イ

2,520 3,004 2,511 2,485 2,490

0.30 0.35 0.30 0.30 0.30
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障害福祉課

◇　執行状況及び成果等

1 特定疾病者福祉手当支給事業実績

年度末受給者数 支給月額 対象疾病数

平成３０年度 １，０７０人 ６，０００円 344

令和元年度 １，０９８人 ６，０００円 347

令和２年度 １，１４９人 ６，０００円 347

令和３年度 １，１７１人 ６，０００円 352

令和４年度 １，１８９人 ６，０００円 352

03-01-02-198 特定疾病者福祉手当支給事業
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（ ）

千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

人 人 人 人 人

千円 千円 千円 千円 千円

26,882 27,464 26,787 26,504 26,558

3.20 3.20 3.20 3.20 3.20

増加する発達支援のニーズに対し、早期に必要な支援を提供できるよう、多摩市における発達支
援体制の拡充が必要である。

N A A ウ

特 記 事 項 ―

◇自己点検
成
果
指
標

の
推
移

今後の見通し 今
後
の

方
向
性

今後の課題や方向性に関するコメント

量
的

ニ
ー

ズ

一
般

財
源

成果指標
(アウトカム)

保育所・幼稚園等の巡回相談事業で早期支
援が必要と判断した児のうち、支援につな
がった児の割合（％）

目標 35% 35% 35%

結果 22% 26%  ―

令和5年度

活動指標
(アウトプット)

総合相談件数

目標 5,000件 5,000件 5,000件

結果 4,264件 3,358件  ―

内
 

訳

直
接
経
費

間
接
経
費

国庫支出金
都支出金
地方債

その他特定財源
一般財源

職員人件費

その他の人件費

《従事人員数》

0

77 124 0 0 0

◇成果指標
指標の種類 指標について 令和3年度 令和4年度

360 318 5,412 6,325 7,221

0 0 0

7,464 7,776 9,832 9,297

7,267 7,620 9,651 9,117 9,588

0 0 0 0

9,768

0

事業にかかる実コスト 42,050 43,302 51,682 51,243 53,135

事業の成果
令和2年9月より教育センターと発達支援室の初回相談窓口を統合し、教育・福祉双方の視点から相談
者へのアプローチを行うことで切れ目のない支援を行った。関係機関へ周知を行い、情報連携が進ん
だ。

◇事業にかかる費用
区　　　　　分 平成30年度（決） 令和元年度(決) 令和2年度(決) 令和3年度(決) 令和4年度(決)

決算額(単位：千円） 14,808 15,520 19,483 18,414 19,356

0

◇令和4年度の事業の実施内容 事業開始の時期 平成21年度

事業の目的、
令和4年度の目標

ことばの相談や対人関係、コミュニケーション、感情・行動コントロールに、心配や課題のある児(者)及
びその家族の相談を受け、関係機関と連携して問題解決のための支援を行うとともに、早期発見、早期
支援、切れ目のない支援の充実を図る。
教育センターとの初回相談窓口において市民が相談しやすい相談体制を整える。

予算の執行方法 相談事業を行うための職員報酬、講師謝礼、事業用消耗品・検査用紙・備品購入等として支出。

関連する個別計画 多摩市障がい者基本計画・第6期多摩市障害福祉計画・第2期多摩市障がい児福祉計画

関連する報告書など ―

事業開始の経緯、
これまでの見直し・改善など

発達障がい児(者)の総合相談窓口として、諏訪複合教育施設内に平成21年4月障害福祉課発達支援
担当を設置し、発達支援室として平成21年7月から業務を開始した。相談業務開始と同時に、保育所・
幼稚園巡回相談事業、講演会等の発達障害理解啓発活動を開始し、平成23年3月より相談支援ファイ
ル「すてっぷ」の配布を開始した。また、平成26年6月より保護者が子どもの行動への対応を学ぶ「ペア
レントトレーニング事業」を開始し、令和3年度から地域への普及を目指し「ペアレントプログラム事業」と
して実施。平成28年4月から、教育との更なる連携強化を図り、切れ目のない支援を行っていくために、
発達支援担当課長を配置し、教育センター長と兼務とし、令和2年9月より教育センターとの初回相談
窓口を統合。児童発達支援事業等サービスの早期利用が進んできたため、2歳児対象の親子発達支
援グループ「くれよん」は令和2年度で終了。親支援は「親の会」にて引き続き行っている。

第五次総合計画
基本計画体系

目指すまちの姿 みんなが明るく、安心して、いきいきと暮らしているまち

政策 B4 障がい者が安心して暮らせるまちづくり

施策 1 地域生活における障がい者（児）支援

関連する施策 B4-2 ― ― ― ―

事 業 カ ル テ 4年度決算 障害福祉課

03-01-02-199 発達障がい児（者）相談支援事業

◇事業の位置づけ等

事務の種類 自治事務 基礎となる法令 発達障害者支援法
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◇　執行状況及び成果等

1　総合相談

人 人 人 人 人

人 人 人 人 人

人 人 人 人 人

人 人 人 人 人

人 人 人 人 人

人 人 人 人 人

人 人 人 人 人

人 人 人 人 人

人 人 人 人 人

人 人 人 人 人

人 人 人 人 人

回 回 回 回 回

(方法別内訳) 訪問 回 回 回 回 回

面接 回 回 回 回 回

電話 回 回 回 回 回

2　ペアレントプログラム事業実施状況（令和元年度まではペアレントトレーニング事業として実施）

回 回 回 回

人 人 人 人 人

人 人 人 人 人

※令和２年度は新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、事業実施せず。

3　保育園（所）・幼稚園巡回相談

回 回 回 回 回

保育園（所） 回 回 回 回 回

幼稚園 回 回 回 回 回

人 人 人 人 人

保育園（所） 人 人 人 人 人

幼稚園 人 人 人 人 人

4　講演会・講習会開催

回 回 回 回 回

人 人 回 人 人

※令和２年度は新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、多摩市公式ＹｏｕＴｕｂｅにて動画配信を行った。

43

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

相談児童延べ人数

6 7 11 10

開催回数

参加者延べ人数
266 317 1,783 38

6

56 50 43 67 57

2

前期6回 後期6回

参加者実人数
10 6 4

12

巡回相談延べ回数

20 20 13 24 23

71

6

50

6 7

32 26

26 27

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

2,415 2,131 1,629 1,692 1,296

2,168 1,368 2,336 2,215 1,815

相 談 延 べ 回 数 3,813 4,392 4,264 3,3584,962

379 314 427 357 247

障害福祉課

開催回数

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

参加者延べ人数

1歳

2歳

3歳(年少) 64 71 62

4歳(年中)

5歳(年長)

44 76 67

124 97 107

小学生

03-01-02-199 発達障がい児（者）相談支援事業

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

相 談 者 実 人 数 785 701 561 643 584

228 289 236

47 56 63

高校生

18歳以上

9 8

17 7

10 20 20

3 2 4

(年齢別内訳) 0歳

74 88

142 106

365 303

45 51

0 1

86 83

中学生

0 0 0

9 5 6 6 2

38 49 35 26 23

24 34 29

44

14 12 17 21 13

2 2 1 1

令和4年度

42 38 26 46
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（ ）

千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

人 人 人 人 人

千円 千円 千円 千円 千円

252 257 251 248 249

0.03 0.03 0.03 0.03 0.03

平成28年度決算審査施策評価において見直し等図るべきとされたため、実態把握を目的に令和
元年度に受給者に対し、アンケートを行った。また、現状のまま継続実施とするものの、他市の電話
ファクシミリ使用料金助成の実施の実態を踏まえ、事業の見直しについて検討を進める。B B B イ

特 記 事 項 特になし

◇自己点検
成
果
指
標

の
推
移

今後の見通し 今
後
の

方
向
性

今後の課題や方向性に関するコメント

量
的

ニ
ー

ズ

一
般

財
源

成果指標
(アウトカム)

―

目標 ― ― ―

結果 ― ―  ―

令和5年度

活動指標
(アウトプット)

年間延べ助成台数

目標 696台 660台 612台

結果 636台 594台  ―

内
 

訳

直
接
経
費

間
接
経
費

国庫支出金
都支出金
地方債

その他特定財源
一般財源

職員人件費

その他の人件費

《従事人員数》

0

0 0 0 0 0

◇成果指標
指標の種類 指標について 令和3年度 令和4年度

0 0 0 0 0

0 0 0

1,247 1,204 1,231 1,173

0 0 0 0 0

0 0 0 0

1,094

0

事業にかかる実コスト 1,499 1,461 1,482 1,421 1,343

事業の成果
聴覚障がい者等に対して、ファクシミリの電話使用料を助成することにより、コミュニケーション手段を確
保し、負担の軽減を図った。

◇事業にかかる費用
区　　　　　分 平成30年度（決） 令和元年度(決) 令和2年度(決) 令和3年度(決) 令和4年度(決)

決算額(単位：千円） 1,247 1,204 1,231 1,173 1,094

0

◇令和4年度の事業の実施内容 事業開始の時期 平成13年度以前

事業の目的、
令和4年度の目標

一般加入電話を使用することが困難な聴覚又は音声・言語障がい者に対して、コミュニケーション手段
を確保し意思の伝達を円滑にするために、ファクシミリの使用に要する電話使用料の一部を助成し、経
費負担軽減を図る。

予算の執行方法
聴覚又は音声・言語障がい者（6歳以上の1級～3級の身体障害者手帳所持者）から申請を受け、支給
決定を経て、ＮＴＴからの請求に基づき電話使用料を支払った。

関連する個別計画 多摩市障がい者基本計画

関連する報告書など ―

事業開始の経緯、
これまでの見直し・改善など

一般加入電話を使用することが困難な、聴覚・音声・言語障がい者に対し、コミュニケーション手段を確
保し意思の伝達を円滑にするため、昭和58年4月から事業を実施した。通話料、回線使用料、配線使
用料、機器使用料助成及び記録紙購入費助成のうち、通話料助成と記録紙購入費助成は平成15年
度末を持って廃止とした。

第五次総合計画
基本計画体系

目指すまちの姿 みんなが明るく、安心して、いきいきと暮らしているまち

政策 B4 障がい者が安心して暮らせるまちづくり

施策 1 地域生活における障がい者（児）支援

関連する施策 B4-2 ― ― ― ―

事 業 カ ル テ 4年度決算 障害福祉課

03-01-02-200 聴覚障がい者用電話ファクシミリ使用料等助成事業

◇事業の位置づけ等

事務の種類 自治事務 基礎となる法令 身体障害者福祉法

48



◇　執行状況及び成果等

1　聴覚障がい者用電話ファクシミリ使用料等助成事業実績

年　度 年間助成台数

助成項目 助成限度額 平成３０年度 ６８７台

回線使用料 １，６００円まで／月 令和元年度 ６５８台

配線使用料 ６０円まで／月 令和２年度 ６６７台

電話機使用料 １８０円まで／月 令和３年度 ６３６台

消費税 上記相当分 令和４年度 ５９４台

助成内容

障害福祉課

03-01-02-200 聴覚障がい者用電話ファクシミリ使用料等助成事業

原稿は、

必要な余白を確保しています。

※

提出は、この

のみです。

※
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（ ）

千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

人 人 人 人 人

千円 千円 千円 千円 千円

事 業 カ ル テ 4年度決算 サブカルテ有り 障害福祉課

03-01-02-203 障がい者チャレンジ雇用・就労支援事業

◇事業の位置づけ等

事務の種類 自治事務 基礎となる法令 身体障害者福祉法、知的障害者福祉法、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律  

第五次総合計画
基本計画体系

目指すまちの姿 みんなが明るく、安心して、いきいきと暮らしているまち

政策 B4 障がい者が安心して暮らせるまちづくり

施策 1 地域生活における障がい者（児）支援

関連する施策 B4-2 ― ― ― ―

◇令和4年度の事業の実施内容 事業開始の時期 平成13年度以前

事業の目的、
令和4年度の目標

個別に記載

予算の執行方法 個別に記載

関連する個別計画 多摩市障がい者基本計画　第6期多摩市障害福祉計画

関連する報告書など ―

事業開始の経緯、
これまでの見直し・改善など

平成12年1月から小規模作業所における工賃増加を図るため、緊急地域雇用特別交付金を活用し、
就労活性化事業を開始。同10月から一般就労を目指す就労支援事業を開始し、平成14年度から2事
業を統合。平成21年度以降はコーディネート事業（障がい者の庁内実習）との連携をとりながら事業実
施。平成26年度からコーディネート事業を発展させ、チャレンジ雇用事業を合わせて実施。

24,822

0

事業にかかる実コスト 47,211 45,129 48,148 48,527 58,140

事業の成果 個別に記載

◇事業にかかる費用
区　　　　　分 平成30年度（決） 令和元年度(決) 令和2年度(決) 令和3年度(決) 令和4年度(決)

決算額(単位：千円） 32,053 30,343 33,488 33,469 40,793

0

15,811 15,128 15,937 15,927 15,971

0 0 0 0

0

0 0 0 0 0

◇成果指標
指標の種類 指標について 令和3年度 令和4年度

6,085 5,774 5,870 9,095 11,372

0 0 0

16,242 15,215 17,551 17,542

内
 

訳

直
接
経
費

間
接
経
費

国庫支出金
都支出金
地方債

その他特定財源
一般財源

職員人件費

その他の人件費

《従事人員数》

令和5年度

活動指標
(アウトプット)

個別に記載

目標 ― ― ―

結果 ― ―  ―

成果指標
(アウトカム)

個別に記載

目標 ― ― ―

結果 ― ―  ―

特 記 事 項 個別に記載

◇自己点検
成
果
指
標

の
推
移

今後の見通し 今
後
の

方
向
性

今後の課題や方向性に関するコメント

量
的

ニ
ー

ズ

一
般

財
源 ―

* * * *

9,073 9,012 8,790 5,963 5,975

1.08 1.05 1.05 0.72 0.72
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（ ）

千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

人 人 人 人 人

千円 千円 千円 千円 千円5,870 9,095 11,372

一般財源
間
接
経
費

職員人件費 5,880 6,008 5,860 3,893 3,901

《従事人員数》 0.70 0.70 0.70 0.47 0.47

その他の人件費 6,085 5,774

内
 

訳

直
接
経
費

国庫支出金
都支出金
地方債

その他特定財源

4,866 4,847 4,887

事業にかかる実コスト 16,620 16,513 16,596 17,835 20,160

0

0 0 0 0 0

0

決算額(単位：千円） 4,655

障がいを有する庁内職員のさらなる活躍を目的とした「多摩市障がい者活躍推進計画」が令和2年
度に策定されたことや、令和6年4月より地方公共団体等の法定雇用率が段階的に引き上げとなる
こと等を踏まえ、ハートフルオフィス職員本人の希望によって、自身のキャリア選択が拡がるような雇
用策の枠組を検討していく。N A A イ

特 記 事 項
ハートフルオフィス職員の柔軟なキャリア選択を可能とするため、令和4年度より、同オフィス職員6名の
人員枠のうち1名につき、会計年度任用職員補助スタッフ事務補助員として雇用している。なお、令和4
年度は任用期間満了となる同オフィス職員がおらず、一般企業等への就職実績がなかった。

◇自己点検

成
果
指
標

の
推
移

今後の見通し
今
後
の

方
向
性

今後の課題や方向性に関するコメント

量
的

ニ
ー

ズ

一
般

財
源

成果指標
(アウトカム)

一般企業等への就職者数

目標 2名 2名 2名

結果 1名 0名  ―

令和5年度

活動指標
(アウトプット)

ハートフルオフィス職員（会計年度任用職
員）の人数

目標 6名 6名 6名

結果 6名 6名  ―

◇成果指標
指標の種類 指標について 令和3年度 令和4年度

0

2,263 2,322 2,389 2,379 2,423

0 0 0 0

0 0 0

2,392 2,409 2,477 2,468 2,464

4,731

◇令和4年度の事業の実施内容 事業開始の時期 平成26年度

事業の目的、
令和4年度の目標

障がい者を非常勤一般職員として期間を定めて雇用し、その業務経験を通じて、一般企業等への就職
の実現を図ることを目指す本事業を実施することにより、障がい者の雇用及び就労を促進し、もって障
がい者の地域社会における自立に寄与することを目的とする。なお、地方公務員法、地方自治法の改
正に伴い、令和2年4月から会計年度任用職員として雇用する。
ハートフルオフィス職員の業務を遂行するにあたっての支援を行うことにより、その業務経験を通じて一
般企業等への就職の実現を図る。また、新たなハートフルオフィス職員の採用業務を円滑に行う。

予算の執行方法
障がい者の採用にあたっての支援及び障がい者が会計年度任用職員として業務を遂行するにあたっ
ての支援、障がい者の雇用・就労を効果的かつ効率的に進めるための支援業務を委託した。

関連する個別計画 多摩市障がい者基本計画

関連する報告書など ―

事業開始の経緯、
これまでの見直し・改善など

多摩市ではこれまでに、庁内での実習を通して障がい者の就労も含めた進路選択や就労に向けた課
題や自己の適正理解などを支援することを目的とした「障がい者就労促進コーディネート事業」を実施
してきた。この事業の再構築を行い、就労に向けた支援を強化するために、平成26年度からチャレンジ
雇用「ハートフルオフィス」事業を実施

事業の成果
就労支援事業者等との連携により、ハートフルオフィス職員の一般企業への就労に向け、業務遂行を
通じてスキルアップを図った。

◇事業にかかる費用
区　　　　　分 平成30年度（決） 令和元年度(決) 令和2年度(決) 令和3年度(決) 令和4年度(決)

第五次総合計画
基本計画体系

目指すまちの姿 みんなが明るく、安心して、いきいきと暮らしているまち

政策 B4 障がい者が安心して暮らせるまちづくり

施策 1 地域生活における障がい者（児）支援

関連する施策 B4-2 ― ― ― ―

サ ブ カ ル テ 4年度決算 障がい者チャレンジ雇用・就労支援事業 障害福祉課

03-01-02-203 障がい者チャレンジ雇用「ハートフルオフィス」事業

◇事業の位置づけ等

事務の種類 自治事務 基礎となる法令 障害者の雇用の促進等に関する法律、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律
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（ ）

千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

人 人 人 人 人

千円 千円 千円 千円 千円0 0 0

一般財源
間
接
経
費

職員人件費 1,848 1,888 1,842 663 664

《従事人員数》 0.22 0.22 0.22 0.08 0.08

その他の人件費 0 0

内
 

訳

直
接
経
費

国庫支出金
都支出金
地方債

その他特定財源

28,622 28,622 35,906

事業にかかる実コスト 29,246 27,500 30,464 29,285 36,570

0

0 0 0 0 0

0

決算額(単位：千円） 27,398

平成30年度に精神障がい者を法定雇用率の算定基礎に加えることに伴う、法定雇用率の引き上
げが行われた。令和6年4月よりさらに法定雇用率が段階的に引き上げとなることも踏まえ、新規の
障がい者就労者の開拓と同時に、職場定着支援や離職時の支援がより一層必要となることが考え
られる。B A A イ

特 記 事 項

平成29年度より受託事業者が変更。債務負担行為により5年の長期契約。令和4年度からの契約につ
いて、プロポーザル方式による事業者選定の結果、従前からの事業者を最適受託候補者として選定し
た。
令和4年度活動指標は、令和2年度決算実績より算出。

◇自己点検
成
果
指
標

の
推
移

今後の見通し 今
後
の

方
向
性

今後の課題や方向性に関するコメント

量
的

ニ
ー

ズ

一
般

財
源

成果指標
(アウトカム)

就労相談による新規就労者数

目標 40人 40人 40人

結果 40人 35人  ―

令和5年度

活動指標
(アウトプット)

就労支援件数（職業相談、就職準備、職場
開拓、職場実習、職場定着、離職支援）及
び日常生活支援件数

目標 6,000件 6,000件 6,000件

結果 5,981件 5,319件  ―

◇成果指標
指標の種類 指標について 令和3年度 令和4年度

0

13,548 12,806 13,548 13,548 13,548

0 0 0 0

0 0 0

13,850 12,806 15,074 15,074 22,358

25,612

◇令和4年度の事業の実施内容 事業開始の時期 平成13年度以前

事業の目的、
令和4年度の目標

障がい者の一般就労の機会を拡大するとともに、安心して働き続けられるように就労面と生活面の支援
を一体的に提供することにより、障がい者の自立と社会参加の促進を図ることを目標とする。また、新規
就労者の開拓とあわせ、既就労者については、契約内容相談や定期的な訪問等を行うことにより職場
定着の充実を図る。

予算の執行方法
障がい者の一般就労の機会の拡大と、安心して働き続けることができるよう、就労支援コーディネー
ターと生活支援コーディネーターの配置を委託により実施し、契約締結先の法人へ委託費を四半期ご
との概算払により支払った。

関連する個別計画 多摩市障がい者基本計画　第6期多摩市障害福祉計画

関連する報告書など ―

事業開始の経緯、
これまでの見直し・改善など

平成12年1月から小規模作業所における工賃増加を図るため、緊急地域雇用特別交付金を活用し、
就労活性化事業を開始。同10月から一般就労を目指す就労支援事業を開始し、平成14年度から2事
業を統合し、現在事業に至る。平成26年度からはチャレンジ雇用「ハートフルオフィス事業」との連携を
図りながら事業を推進していく。

事業の成果
就労支援・生活支援及び地域開拓促進コーディネーター等の支援による、一般就労及び福祉的就労
等の実現。また、就労後の定着支援、離職支援等による、更なる障がい者の自立と社会参加の促進。

◇事業にかかる費用
区　　　　　分 平成30年度（決） 令和元年度(決) 令和2年度(決) 令和3年度(決) 令和4年度(決)

第五次総合計画
基本計画体系

目指すまちの姿 みんなが明るく、安心して、いきいきと暮らしているまち

政策 B4 障がい者が安心して暮らせるまちづくり

施策 1 地域生活における障がい者（児）支援

関連する施策 B4-2 ― ― ― ―

サ ブ カ ル テ 4年度決算 障がい者チャレンジ雇用・就労支援事業 障害福祉課

03-01-02-203 障がい者就労支援事業

◇事業の位置づけ等

事務の種類 自治事務 基礎となる法令 身体障害者福祉法、知的障害者福祉法、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律
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◇　執行状況及び成果等

1　相談・支援実績

平成30年度 3,930 件 34 人 207 件 26 件 109 件 1,493 件 50 件

令和元年度 2,653 件 47 人 240 件 18 件 38 件 1,527 件 112 件

令和２年度 3,030 件 30 人 69 件 4 件 42 件 880 件 58 件

令和３年度 3,171 件 40 人 300 件 20 件 49 件 666 件 81 件

令和４年度 2,081 件 35 人 295 件 49 件 56 件 983 件 56 件

平成30年度 1,391 件 166 件 294 件 72 件

令和元年度 825 件 177 件 172 件 107 件

令和２年度 1,031 件 187 件 39 件 48 件

令和３年度 1,413 件 212 件 20 件 49 件

令和４年度 1,095 件 540 件 86 件 78 件

職業相談 就職者人数
就労準備

支援件数

職場開拓

件数

障害福祉課

障がい者チャレンジ雇用・就労支援事業

　　　区分

　

　年度

日常生活

支援

安心して職

業生活を続

けられるた

めの支援

豊かな社会

生活を築く

ための支援

将来設計

相談

生活支援の実績

職場実習
職場定着

支援

離職時・後

の支援

就労支援の実績　　　区分

　

　年度

03-01-02-203

原稿は、

必要な余白を確保しています。

※

提出は、この

のみです。

※
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（ ）

千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

人 人 人 人 人

千円 千円 千円 千円 千円

2,520 2,146 2,930 2,485 1,660

0.30 0.25 0.35 0.30 0.20

重度の障がい者が増加傾向にあるため、今後も本事業の対象者の増加が見込まれる。

B A A イ

特 記 事 項 特になし

◇自己点検
成
果
指
標

の
推
移

今後の見通し 今
後
の

方
向
性

今後の課題や方向性に関するコメント

量
的

ニ
ー

ズ

一
般

財
源

成果指標
(アウトカム)

年度末受給者数

目標 349人 354人 353人

結果 333人 332人  ―

令和5年度

活動指標
(アウトプット)

年間延べ受給者数

目標 4,156人 4,248人 4,246人

結果 3,989人 4,028人  ―

内
 

訳

直
接
経
費

間
接
経
費

国庫支出金
都支出金
地方債

その他特定財源
一般財源

職員人件費

その他の人件費

《従事人員数》

0

0 0 0 0 0

◇成果指標
指標の種類 指標について 令和3年度 令和4年度

0 0 0 0 0

0 0 0

21,529 21,976 23,405 24,340

0 0 0 0 0

63,504 66,389 68,064 69,691

25,191

0

事業にかかる実コスト 87,553 90,511 94,399 96,516 96,552

事業の成果 重度の障がい等により特に必要とされる負担の軽減

◇事業にかかる費用
区　　　　　分 平成30年度（決） 令和元年度(決) 令和2年度(決) 令和3年度(決) 令和4年度(決)

決算額(単位：千円） 85,033 88,365 91,469 94,031 94,892

69,701

◇令和4年度の事業の実施内容 事業開始の時期 平成13年度以前

事業の目的、
令和4年度の目標

障がい者の生活の基盤となる所得保障制度を確立するため、重度の障害等により特に必要とされる負
担の軽減を図る。

予算の執行方法
医師の診断書による重複障害等の重度障がい者（児）（各手当により異なる）から申請を受け、障害判
定を判定医に依頼、認定し手当を支給した。

関連する個別計画 多摩市障がい者基本計画

関連する報告書など ―

事業開始の経緯、
これまでの見直し・改善など

障がい者の生活の基盤となる所得保障制度を確立するため、障害基礎年金と合わせて、昭和61年4月
に創設された国の制度。手当額については、完全自動物価スライド制が導入されており、随時、消費者
物価指数の動向に応じた改定の措置が講じられている。

第五次総合計画
基本計画体系

目指すまちの姿 みんなが明るく、安心して、いきいきと暮らしているまち

政策 B4 障がい者が安心して暮らせるまちづくり

施策 1 地域生活における障がい者（児）支援

関連する施策 B4-2 ― ― ― ―

事 業 カ ル テ 4年度決算 障害福祉課

03-01-02-205 特別障がい者手当等支給事業

◇事業の位置づけ等

事務の種類 法定受託事務 基礎となる法令 特別児童扶養手当等の支給に関する法律
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◇　執行状況及び成果等

1　特別障がい者手当等支給実績等

特別障害者手当

障害福祉課

03-01-02-205 特別障がい者手当等支給事業

令和元年度

令和２年度

年間延受給者数

年度 人数

制度内容

R4.4月～R5.3月
２７，３００円

R4.4月～R5.3月
１４，８５０円

R4.4月～R5.3月
１４，８５０円

特別障害者手当

障害児福祉手当

経過措置福祉手当

対象者等手当名 月額手当額

令和３年度

令和４年度

２１３人

２，４５８人

２２１人

２，５６７人

２２６人

２，６６５人

２３１人

２，７５０人

２３０人

２，７８９人

年度末受給者数

年間延受給者数

年度末受給者数

平成３０年度

年間延受給者数

年度末受給者数

年間延受給者数

年度末受給者数

年間延受給者数

年度末受給者数

９４人

９０人 ６人

９６人

障害児福祉手当 経過措置福祉手当

９人

１，１５８人 １０８人

９７人 ５人

１，１７９人 ６０人

２０歳以上の、日常生活において常時特別の介護を必要とする方。

２０歳未満の、日常生活において常時特別の介護を必要とする児童。

従来の福祉手当受給者で、障害基礎年金も特別障害者手当も支給されな
い者に対し、経過的措置として支給されている。

１，１３９人 ７８人

９７人 ５人

１，１５６人 ８３人

９５人 ８人

１，１４６人
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